
保育所等に通っていない
０歳６か月～満３歳未満児

・就労要件を問わない
・月一定時間までの利用可能枠
・時間単位の柔軟な利用

【本格実施に向けた全国の動き】

○ 試行的事業（国の補助事業） ○ 児童福祉法で制度化された ○ 子ども・子育て支援法に規定
国の補助事業 された国の給付事業
（地域子ども・子育て支援事業） （乳児等のための支援給付）

※自治体の判断で実施 ※全自治体で実施

※東御市はR8.4月から実施予定
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乳児等通園支援事業（こども誰でも通園制度）の実施に向けた準備ついて

１ こども誰でも通園制度とは

・子ども・子育て支援法等の一部を改正する法律（令和６年法律第 47 号）により創設。

・全てのこどもの育ちを応援し、こどもの良質な成育環境を整備するとともに、全ての子育て家庭に対して、

保護者の多様な働き方やライフスタイルにかかわらない形での支援を強化するための新たな通園制度。

〈事業のイメージ〉

こどもにとっての意義 保護者にとっての意義

・家庭とは異なる経験、家族以外の人と関わ

る機会

・ものや人への興味や関心の広がり

・年齢の近いこどもとの関わりなど、成長発

達に資する豊かな経験

・地域の様々な社会的資源とつながる契機

・専門的知識を持つ人との関わりによる孤立

感、不安感等の解消

・育児に関する負担感の軽減

利用者

0 歳 6 か月～満 3歳未満児）
（保育所等に通っていない

東御市

保育所、認定こども園、
地域型保育事業等

保護者負担（１時間当たり）

300 円程度

委託料※（１時間当たり）

0歳児：1,300 円

1 歳児：1,100 円

2 歳児： 900 円

月 10 時間の上限管理等

※公立保育所の場合、支払元と支払先がともに東御市になるため、委託料に相当する部分は税等の一般財源で賄われます。

乳児等のための支援給付に要する費用は、公立・私立を問わず、国が４分の３、県が８分の１を負担し、残る８分の１を市が負担します。
【８月 4日訂正】
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２ 実施事業者の認可について

民間の事業者が乳児等通園支援事業を行う場合は、児童福祉法第 34条の 15条第２項の規定により、市
の認可が必要となります。

なお、認可の基準については、市が内閣府令に準じて条例で定めます。条例案については、令和７年９

月議会へ上程予定で、認可申請の受付は条例制定後になります。

※公立施設では、上記の認可手続きは不要とされています。

３ 公立保育園での検討状況について

公立保育園では、空き部屋がある３園を中心に乳児等通園支援事業を行い、受入時間については、制度

の趣旨を考慮して午前中のみとし、１か月に３～４回程度の定期利用を基本とする予定です。

今後、未就園児数の見込みのほか、設備基準等を踏まえて定員を決め、必要な職員配置等を検討してい

きます。

４ 実施に向けたスケジュール（予定）

（※令和７年７月７日時点）

令和７年 ３月 ●第 1期東御市こども計画策定

（→令和８年度からの乳児等通園支援事業の実施を記載）

７月 ●第１回子育て支援審議会

（事業概要等について協議）

●定例教育委員会

（事業概要及び認可基準条例等について報告）

８月 ●定例教育委員会（認可基準条例案を協議）

●９月議会開会（認可基準条例案を上程）

９月 ●認可基準条例制定

10 月 ●認可申請受付開始

12 月 ○国の内閣府令案（確認基準等）の公表

○研修について要綱で規程

令和８年 １月 ○保育士向け研修資材の公表

●第２回子育て支援審議会

（事業者の認可について意見聴取）

２月 ●３月議会開会

（確認基準条例案、東御市保育所条例の一部を改正する条例案を上程）

３月 ●市民向け周知（広報誌、ホームページ等）

●確認基準条例制定

○公定価格告示の公布

４月 ●本格実施


